
住宅用火災警報器の設置率等 
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１．設置率等の現状 
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全国  
設置率81.2％ 条例適合率66.5％ 

※平成27年6月1日時点では、設置率81.0%、条例適合率66.4%   
※ 「設置率」とは、市町村の火災予防条例で設置が義務付けられている住宅の部分のうち、一箇所以上 
  設置されている世帯の全世帯に占める割合 
  
※ 「条例適合率」とは、市町村の火災予防条例で設置が義務付けられている住宅の部分全てに設置さ 
  れている世帯（自動火災報知設備等の設置により住宅用火災警報器の設置が免除される世帯を含 
  む。）の全世帯に占める割合 

3 

住宅用火災警報器の設置率等（平成28年6月1日時点） 

 
問 最近半年間に住宅用火災警報器の作動確認を行いましたか。 
１．実施  ２．未実施  ３．不明 
 
問 作動確認の結果はどうでしたか。 
１．異常なし  ２．電池切れ・故障  ３．不明 

（参考）平成29年度から作動確認等を調査項目に追加予定 
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住警器の普及と住宅火災の状況 

※ 住宅火災件数は放火を除く。 
※ 住宅火災死者数は放火自殺者等を除く。 
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（ ）内は、設置率が高い都道府県から順に番号を付している。 
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都道府県 設置率 条例適合率 都道府県 設置率 条例適合率 

全国 81.2% 66.5% 三重 78.3% (31) 65.4% (22) 

北海道 83.0% (16) 71.8% (8) 滋賀 83.1% (14) 64.8% (26) 

青森 72.6% (42) 51.2% (46) 京都 86.3% (6) 70.9% (10) 

岩手 84.0% (12) 66.9% (21) 大阪 82.6% (17) 75.9% (4) 

宮城 90.3% (2) 65.0% (25) 兵庫 85.1% (8) 67.1% (20) 

秋田 80.0% (26) 65.4% (22) 奈良 79.0% (30) 75.0% (5) 

山形 80.8% (22) 64.6% (27) 和歌山 79.9% (27) 68.1% (17) 

福島 74.2% (40) 56.3% (41) 鳥取 84.9% (10) 62.5% (33) 

茨城 74.6% (38) 61.7% (35) 島根 81.7% (19) 57.0% (40) 

栃木 70.8% (45) 59.3% (38) 岡山 72.8% (41) 54.2% (44) 

群馬 67.1% (46) 51.8% (45) 広島 85.1% (8) 73.1% (7) 

埼玉 77.1% (35) 59.1% (39) 山口 83.9% (13) 74.8% (6) 

千葉 77.6% (34) 65.1% (24) 徳島 74.4% (39) 62.2% (34) 

東京 87.8% (5) 71.0% (9) 香川 75.4% (37) 62.9% (30) 

神奈川 82.2% (18) 69.4% (15) 愛媛 80.3% (24) 70.8% (12) 

新潟 83.1% (14) 68.2% (16) 高知 76.8% (36) 62.6% (31) 

富山 84.1% (11) 70.1% (14) 福岡 80.4% (23) 67.3% (19) 

石川 87.9% (4) 85.4% (1) 佐賀 72.0% (43) 54.9% (43) 

福井 93.0% (1) 81.7% (2) 長崎 78.3% (31) 60.6% (37) 

山梨 71.4% (44) 61.4% (36) 熊本 81.2% (20) 62.6% (31) 

長野 81.0% (21) 63.1% (29) 大分 86.2% (7) 70.9% (10) 

岐阜 80.1% (25) 64.6% (27) 宮崎 79.3% (29) 70.8% (12) 

静岡 78.3% (31) 67.9% (18) 鹿児島 89.3% (3) 77.2% (3) 

愛知 79.5% (28) 55.0% (42) 沖縄 57.6% (47) 41.0% (47) 

住宅用火災警報器の設置率等（平成28年6月1日時点） 
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都道府県別の設置率と条例適合率（平成28年6月1日時点） 
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都道府県別の設置世帯に占める条例適合世帯の割合 
（平成28年6月1日時点） 
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《参考》平成27年6月1日時点の調査結果 

調査数 
1,001,232 

条例適合 
697,115  
69.6% 一部設置 

81,269  
8.1% 

未設置 
222,848  
22.3% 

一戸建て 

条例適合 
334,273  
93.5% 一部設置 

4,318  
1.2% 

未設置 
18,774  
5.3% 

共同住宅等 

（賃貸） 

条例適合 
82,642  
95.9% 一部設置 

850  
1.0% 

未設置 
2,671  
3.1% 

共同住宅等 
（持ち家） 

調査数 
357,365 

条例適合 
69.1% 一部設置 

7.7% 

未設置 
23.2% 

条例適合 
92.5% 

一部設置 
1.4% 

未設置 
6.1% 

条例適合 
94.9% 

一部設置 
1.3% 

未設置 
3.7% 

調査数 
86,763 

一戸建て 共同住宅等
（賃貸） 

共同住宅等
（賃貸） 

住戸区分ごとの設置状況 

8 



 
鹿児島県（設置率：89.3％ 条例適合率：77.2％） 
 
◎戸別訪問等による設置促進・維持管理の広報のほか、一部の消防本部では住宅用火災警報

器の設置世帯に維持管理カードを配付。 
◎県では設置促進・維持管理を記載した「住宅防火だより」を作成し、関係団体や各消防本部へ

配付するとともに、コンビニエンスストアや大型物販店に掲示。 
 

9 

設置率・条例適合率の高い地域における取組み① 

福井県（設置率：93.0％ 条例適合率：81.7％） 
 
◎県内の全消防本部が全戸調査を実施し、平成25年には全消防本部で全戸調査終了。 
◎全戸調査は、職員、消防団員、女性（婦人）防火クラブ等が協力して実施。 
◎住警器の共同購入も推進しており、職員等が各地区に出向いて説明会等を実施。 
◎住宅地図に色を塗り、一目で未設置世帯が分かるようにしている。 
◎火災予防運動時には、未設置世帯を重点的に訪問。 

石川県（設置率：87.9％ 条例適合率：85.4％） 
 
◎火災予防運動時に県の統一広報標語を定め、マスメディアや街頭活動など様々な場面で適  

切な場所への設置促進を集中的に呼びかる県内一斉広報キャンペーンを実施。 
◎平成27年度から、県内一斉広報キャンペーンの広報項目に「高齢者世帯への全戸訪問」を加

え、特に設置率が低調と考えられる高齢者への広報を強化。 



 
熊本市消防局（設置率：90％ 条例適合率87％） 
 
◎平成22年に職員１人あたり20戸・３回の訪問指導を実施（管轄世帯の11％、３万４千世帯）。 
◎訪問に際しては、事前に市の広報誌やテレビ、ラジオ等のメディアや、自治会長あてに調査協

力・回覧広報の依頼を実施し、訪問日時や職員の服装、聞き取り調査の内容等を明示するこ
とで、住民への理解を求めた。 

◎訪問は住民が在宅している可能性が高い、土曜日曜の午前中に設定。 
◎未設置世帯等の状況は、各種イベントでのアンケートや消防庁通知に基づく設置率調査の訪

問結果を元に、新築世帯の増加率や世帯数の増減等を加味して分析。 
◎その他、各種イベント、訓練等の機会や各広報媒体を利用し、広報活動を実施。 
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設置率・条例適合率の高い地域における取組み② 

高山市消防本部（設置率：96％ 条例適合率：95％） 
 
◎火災予防条例に住宅用火災警報器の設置届を規定。 
◎設置届の提出時に受付処理をするとともに住宅地図の塗りつぶしを実施。 
◎平成２４年度に未設置リストを作成し、設置率の低い地区は消防団が戸別訪問により、その他 
  の地区は職員が電話により設置を指導。 
◎平成２５年度は、共同住宅の所有者及び不動産管理会社に対して設置を指導。 
◎現在は、年２回の高齢宅の防火訪問時に設置促進及び維持管理を指導。 



◎ 平成28年度に約1100万台の住警器が検定等合格後10年を経過。今後数年以内にピーク。 
◎ 設置率等の調査とあわせて実施した維持管理状況の調査では、最近作動確認を行った世帯の 
     約２％ （任意調査のため数値は参考値）で住警器の電池切れや故障が確認された。 
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◎「検定等」の内訳 
  H17 ～H25.3 鑑定合格数 
  H25.4～H26.3  品質評価合格数 
    H26.4～H27.3 品質評価、検定合格数 
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住宅用火災警報器の検定等の合格台数 
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警報音が鳴っていたが場所がわからなかった
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無回答

ｎ=444

 

住宅用火災警報器の故障・電池切れの際の対応について（回答：444件） 

「警報音が鳴ったことがある」と回答した方（n=444）の住宅用火災警報器の故障
・電池切れの際の対応については、 
「警報音が鳴っていた警報器を取り外し電池を交換した」（41.0％） 
「警報音が鳴っていたが放置した」（25.2％） 
「警報音が鳴っていた警報器を取り外し本体を交換した」（16.2％） 
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※（一財）日本防火・防災協会調べ（平成26年） 

電池切れの際の対応 



住警器が作動しなかったケース
の約7割は、適切に電池がセット

されていれば防げたものであっ
た。 

住警器が設置されているが、作
動しなかった住宅における死亡
率（火災１００件当たりの死者
数）が最も高かった。 
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出典：NFPAレポート「住宅火災における住警器」（Marty Ahrens, 2014年3月） 

住警器が作動しない要因とその影響 

※ （同レポートでは、）住宅火災で亡くなった人々の３分の２が煙感知器を設置していなかったか、バッテリー 
  不足（アメリカではまだ乾電池（1年もの）で働く煙感知が多く残っている）もしくは故障であった。 

  日本防炎協会「防炎ニュース」（2016年7月NO.207） 

電池なし又は接続不良 

電池切れ又は充電切れ 

不具合理由の分類不明 

配線の不具合、遮断又は切断 

清掃不良 
欠陥ユニット 

不適切な設置又は交換 

警報機が存在した 

警報機が存在しなかった 

警報機は存在したが動作しなかった 

警報機が存在し動作した 

警報機がなかったか又は動作しなかった 

火が小さく動作しなかった 

通報のあった住宅火災において煙警報器が動作しなかった理由  2009－2013 
 

通報のあった住宅火災100件あたりの死亡率煙警報器の状態別  2009－2013 
 



（連動型の特徴） 
○火災を感知すると他の居室に設置された警報器も連動して警報を発する。 
○「単独型」より、さらに火災の早期発見・早期対応に効果的。 
 
（奏功事例） 
○１階居間でテレビを見ていたところ連動型住宅用火災警報器の警報音が鳴ったため、各居室を確認する 
  と、１階寝室の布団が燃えていた。その部屋にいた親とともに外へ避難し大事に至らずに済んだ。 
○1階に設置されている連動型住宅用火災警報器が煙を感知。2階で就寝中の居住者が警報音で火災に気 
 付き、その後、1階から蛍光灯が割れる音と異臭がしたため119番通報した。 

単独型 連動型 
（有線式） （無線式） 

連動型 住宅用火災警報器 
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条件２ 条件１ 

住宅用火災警報器が設置された部屋以外では警報音は大きく減衰 

出典：住宅用火災警報器の設置について（平成23年5月12日 国民生活センター報道発表資料） 

◎警報器と同室での警報音量は90～100dB 程度で、警報器を設置していない側の部屋では、 
   警報報音が20～23dB 程度減衰し、警報器から隔てられる壁の数によって音の減衰が大きく 
   なることが確認されている。  
◎廊下を隔てた隣室では、警報音量が55～60dB 程度となり、距離1m での普通会話（60dB）と 
  同程度。これは、周囲に音がほとんどなければ警報音を認識できると考えられるが、テレビ・ 
   音楽などの外部の音が存在する環境下や睡眠時などでは警報音に気づきにくい可能性が考 
   えられる。  
◎住宅では、家具の配置や壁の遮音性能の違いのほか、扉や窓の開閉状態などによって警報 
  音がより減衰することも考えられる。 

90～99ｄB 

約1ｍ 約1ｍ 

68～76ｄB 

▲20～23ｄB 

90～99ｄB 
55～62ｄB 

▲35～38ｄB 



火災が発生した住宅の13%に連
動型の住警器が設置 
 
火災が発生したことのない住宅
の19%に連動型の住警器が設置 

連動型の住警器は、26%（単独型
は8%）の火災において、 
居住者に火災を認知させた唯一
のものであった（煙の目視等によっては

初期に認知できない火災であった）。 
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出典：NFPAレポート「住宅火災における住警器」（Marty Ahrens, 2014年3月） 

連動型 住宅用火災警報器 

CPSC（消費者製品安全委員）の2004－2005年住宅火災調査における 
  火災世帯及び無火災世帯の煙警報器の存在及びカバー範囲  2009－2013 

 
通報のなかった住宅火災に関するCPSC（消費者製品安全委員）の 

2004－2005年の調査における煙警報器の動作と有用性 

警報器が存在した 

全フロア 

全寝室 

連動型の警報器 

住宅セキュリティーサービス 
との接続 

無火災世帯 
火災世帯 

連動型の警報器 

単独型の警報器 

鳴った 

居住者が警告を受け取った 

居住者に火災を認知させた
唯一のものであった 
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各年度の無線連動型の検定等の合格台数 
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合格数 住警器全体の合格台数に占める割合 

◎「検定等」の内訳 
  H20 ～H25.3 鑑定合格数 
  H25.4～H26.3  品質評価合格数 
    H26.4～H27.3 品質評価、検定合格数 

（万台） 



２．消防庁の最近の取組み 
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 消防庁では、住警器の設置を推進するため、平成20年に、国、地方及び関係業界（団体）等からなる「住宅用火災警報器設置
推進会議」を設置し、同会議において「住宅用火災警報器設置推進基本方針」を決定。 
 平成23年には、全ての住宅で住警器の設置が義務付けられたことに伴い、同会議の名称を「住宅用火災警報器設置対策会
議」に改めるとともに、地域社会における働きかけの強化、奏功事例等の積極的な周知、設置の定着のための適切な維持管理
の広報等を推進することを定めた「住宅用火災警報器設置対策基本方針」を決定。 

(1) 住警器の維持管理に関する広報の強化 
 住警器の設置の定着を図ることに加え、火災時における住警器の適正な作動を確保する観点から、住警器の
適切な維持管理（※）について広報の強化を図る。 
  ※具体的には、 
   １）定期的に作動確認を行うこと、 
   ２）自動試験機能や作動確認により機器の異常が判明した場合や、自動試験機能を有さない住警器の交換期限が近くなった場合は、 
     できるだけ速やかに本体を交換すること、 
   ３）電池切れの際に、設置から10年以上が経過している場合は、本体を交換することが望ましいこと 等 

(2) 高齢者世帯への設置の働きかけ 
 住宅火災により被害を受ける危険性が高い高齢者世帯への住警器の設置の働きかけにあたり、高齢者と日常
的に接する機会の多い福祉関係団体等と連携するなど、更なる工夫を行う。 
(3) 条例適合率の改善に向けた取組み 
 住警器が未設置の世帯のほか、火災予防条例に適合するように設置していない世帯も含め、条例に適合した
設置を働きかける。（※H18.6以降の新築住宅では住警器の設置が建築確認の審査項目となっており、未設置住宅等の多くは既存住宅） 

「住宅用火災警報器設置対策基本方針」の策定の経緯 

「住宅用火災警報器設置対策基本方針」の改正概要 

 設置義務化からまもなく10年が経過し、住警器の設置促進とともにその維持管理がより重要となること、住宅火
災による死者の高齢化等の状況を踏まえ、平成27年9月に「設置対策会議」において基本方針の改正を決定 
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「住宅用火災報知器設置対策基本方針」の改正 



条例適合 
69.6% 

一部設置 
8.1% 

未設置 
22.3% 

一戸建て 

ハウスメーカー関連 

◎新築住宅10年点検時等に住警器の点検、交換の必要性を建物所 
  有者に説明してもらうよう依頼。 

住宅関係団体との連携 

リフォーム・賃貸関連 

20 

一戸建て住宅
の未設置世帯
の割合が高い 

◎リフォーム工事受注時に、住警器の設置、点検、交換の必要性 
  を施主に説明してもらうよう依頼。 
◎賃貸住宅の原状回復時に、住警器の設置、点検、交換の必要 
  性を賃貸住宅所有者に説明してもらうよう依頼。 

（一社）住宅リフォーム推進協議会 
（一社）日本住宅リフォーム産業協会 
（一社）ベターライフリフォーム協議会 
（一社）リノベーション住宅推進協議会 
（公社）全国賃貸住宅経営者協会連合会  
（公財）賃貸住宅管理協会 
日本木造住宅耐震補強事業者協同組合 

（事業者向け説明資料） 

（一社）住宅生産団体連合会 



平成28年3月に住警器の設置・点検・交換の重要性を広く呼
びかけるスポット型の広報用映像を製作。 
 
各消防本部に配布するとともに、日本ケーブルテレビ連盟及
び同会員事業者に放映協力を依頼。 
 
広報用映像は活用しやすいよう編集自由度の高い仕様とし
ている。 

駅の自由通路（神奈川）（予定） 

店舗の電光掲示板（大阪） 

マスメディアとの連携 

ケーブルテレビ 

21 
ケーブルテレビ（大阪） 
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高齢者化の進展により、住宅火災の死者数が増加することが懸念されるため、「敬老の日に
『火の用心』の贈り物」をキャッチフレーズに、住警器の設置や点検を呼びかける「住宅防火・
防災キャンペーン」（キャンペーン期間：９月１日～21日）を実施。 

住宅防火・防災キャンペーン 

（一社）全国消防機器協会   
（公財）日本防炎協会 
（公社）日本通信販売協会 
（一財）日本防火・危機管理促進協会 
（一財）日本繊維製品品質技術センター 
（一社）日本たばこ協会 
（一社）日本介護支援専門員協会 
（一社）日本ドゥ・イット・ユアセルフ協会 
日本チェーンストア協会 
日本百貨店協会 

イオンリテール（株） 
（株）イトーヨーカ堂 
（株）大塚家具 
（株）コメリ 
コーナン商事（株） 
（株）島忠 
（株）ジョイフル本田（瑞穂店） 
（株）そごう・西武 
（株）髙島屋（新宿店） 
（株）ディノス・セシール 
東京地下鉄（株）  
（株）ニッセン 
（株）ニトリ 
（株）ビックカメラ 
（株）ユニリビング 
ＤＣＭカーマ（株） 
ＤＣＭダイキ（株） 
ＤＣＭホールディングス（株） 
ＤＣＭサンワ（株） 
ＤＣＭホーマック（株） 

（主な実施内容） 
・防災製品の売場を特設コーナーとして設営 
・インターネット通信販売のサイト内にキャンペーンコーナーを設置 
・百貨店、地元消防本部が連携しフェアを実施 
・駅掲示板にキャンペーンポスターを掲示 
・防炎製品の売場や店内掲示板にキャンペーンポスターを掲示 
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住宅防火・防災キャンペーンでの連携 

介護・福祉団体 

家電量販店団体 

（一社）日本介護支援専門員協会が発行
する介護支援専門員（ケアマネージャー）
向けのメールマガジンを活用し、住宅防
火・防災キャンペーンを周知。 

◆◇◆━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━ 2016.9.1━━ 
       一般社団法人 日本介護支援専門員協会 
           メールマガジン  
━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━◆◇◆ 
‥‥‥【 お知らせメニュー 】‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 
１．高齢者を火災から守るために（消防庁からのお知らせ） 
◆━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━◆ 
□近年、住宅火災により、毎年1,000名前後の方が亡くなっています。この 
 うち、約７割が65歳以上の高齢者で、高齢化の進展とともに、この割合が 
  さらに増加することが懸念されます。 

（中略） 
 ○住宅防火対策のポイント 
http://www.fdma.go.jp/html/life/yobou_contents/materials/pdf/30_anshinlife.pdf 

売場に防火防災コーナーを設置し、住警器の設置、点検、交換
の必要性を消費者へ呼びかけることや、電池交換、機器の買い
替えを消費者へ促すよう協力依頼（ビックカメラ）。 
 
また、大手家電量販店が加盟する大手家電流通協会※に対し
て協力を打診。 
 
※ エディオン、ケーズホールディングス、上新電機、ノジマ、ビックカメラ、ヤマダ電機が加盟 

消防庁 

大手家電流通協会 
（大手家電量販店が加盟） 

家電量販店 

消費者 

http://www.fdma.go.jp/html/life/yobou_contents/materials/pdf/30_anshinlife.pdf


平成18年度から実施している住宅防火防災推進シンポジウムを今年度は全国4か所（消防庁
主催2ヶ所、住宅防火対策推進協議会主催2ヵ所）で開催。住警器の設置、点検、交換の重要
性等について広報を行う。 

埼玉県本庄市 
平成28年11月19日 

長野県上田市 
平成28年12月22日 

福岡県田川市 
平成28年9月24日 

愛媛県伊予市 
平成28年11月26日 

事前広報用チラシ（福岡県会場） 24 

住宅防火防災推進シンポジウム 
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１ 住宅防火対策の推進 
（１）住宅用火災警報器の設置の徹底、適切な維持管理の周知及び経年劣化した住宅用火   
      災警報器の交換の推進 

（中略） 
   平成23年９月に開催された「住宅用火災警報器設置対策会議」において「住宅用火災警報
器設置対策基本方針」が策定され、未設置世帯に対する働きかけ及び維持管理に関する広
報の強化等の方針が示された。また、平成27年9月には、適切な作動を確保するための点検、
交換の周知や、高齢者世帯への設置の働きかけ、条例適合率の改善等について改正が行わ
れた。 
   住宅火災による被害のさらなる軽減のためには、消防機関に限らず、関係行政機関、関係
団体、関係業界等、あらゆる団体が総力を結集し、住宅用火災警報器の設置を徹底していくこ
とが重要である。また、年２回の火災予防運動期間中には、設置された住宅用火災警報器の
点検の推奨や経年等により本体内部の電子部品が劣化した住宅用火災警報器の交換を推進
するなど、継続的に維持管理していくよう働きかけるとともに、住宅用火災警報器の重要性を
再認識する機会となるよう図られたい。 
    なお、住宅用火災警報器の設置徹底及び適切な維持管理の周知に当たっては、消防庁
ホームページ（http://www.fdma.go.jp/html/life/juukei.html）や住宅防火対策推進協議会の
ホームページ（http://www.jubo.go.jp/）、（一社）日本火災報知機工業会のホームページ
（http://www.kaho.or.jp/）に掲載されている情報及び各種リーフレットなどの積極的な活用を図
ることが考えられる。 

全国火災予防運動（実施要綱への位置付け） 



南会津地方広域 
市町村圏組合消防本部 （福島県） 

成田市消防本部 （千葉県） 

福井県危機対策・防災課 (福井） 

新聞広告（福井新聞） 

全国火災予防運動の実施結果（住警器の維持管理事例） 

登米市消防本部 （宮城県） 
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消防庁（政府広報） 平成27年11月2日から平成27年11月8日 

新聞広告 
 

○読売新聞  ○朝日新聞 
○毎日新聞  ○日本経済新聞 
○産経新聞 
 
○北海道新聞  ○京都新聞 
○山陽新聞   ○西日本新聞 
○下野新聞   ○上毛新聞 
○千葉日報   ○中國新聞 
○東京・中日新聞 
                      ほか地方57紙 

電気事業者、登米ＬＰガス協議会、電
機商業組合、民生委員及び市担当職
員が訪問。総勢55名が参加して住警

器の維持管理等を指導した。 

３日間にわたり消防署員1名、地区民
生員又は担当町村職員1名、電気工事
安全協会員1名を1チームとして、高齢
者宅等を訪問し住警器の維持管理等
を指導した。 

住宅用火災警報器の設置率が高率に
なっていくにつれ、設置後の電池切れ
や誤作動等を防止する対策が必要と
なる為、設置指導に偏ることなく維持
管理の重要性について周知した。 



３．参考資料 
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住宅用火災警報器の維持管理状況（平成28年6月1日現在） 

異常なし 
50,319  
95.9% 

電池切れ・故障 
897  

1.7% 

不明 
1,281  
2.4% 

作動確認の結果（実数） 

調査数 
52,497 

今年度の「住宅用火災警報器の設置状況等調査」では、任意の調査項目として、最近半年
以内に作動確認を実施した世帯について、その結果を調査した。 
本調査では、３３５消防本部から５万余りのサンプルについての回答を得た（サンプルには地
域間の偏りがあるため参考値）。 
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機器本体を交換しようと思うタイミング（回答：421件） 
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※東京消防庁調べ（平成27年） 

住警器の交換に関する意識調査 



設置したいと思う住警器の機能（回答：421件） 
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※東京消防庁調べ（平成27年） 

住警器の交換に関する意識調査 



◎米国では、1970年代後半から住警器の設置が国家的方針となり、州法で義務付け 
   ⇒普及に伴い、住宅火災による死者数は、6,000人程度から2,500人程度に半減。 

（人） 
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警報器の設置率 

住宅火災による死者数 

火災件数×100件 

米国における火災警報器の普及と住宅火災の状況 



0.0

4.0

8.0

12.0

設置無 設置有 

10.1 7.0 

0.0

1000.0

2000.0

3000.0

設置無 設置有 

3085 

1722 

0.0

20.0

40.0

60.0

設置無 設置有 

59.0 

30.5 

住宅用火災警報器の効果 

＜焼損床面積＞ ＜損害額＞ 

（㎡／火災１件） （千円／火災１件） 

＜住宅火災100件当たりの死者数＞ 

（人／火災100件） 

注１）「死者」とは、火災現場において火災に直接起因して死亡した者であり、火災により負傷した後48時間以内に死亡した者を含む。 
注２）死者の発生した経過が「殺人・自損」（放火自殺、放火自殺者の巻添者、放火殺人の犠牲者）であるものを除く。 

H25年からH27年までの３年間における失火を原因とした住宅火災について、火災報告を
基に、住宅用火災警報器の効果を分析。 
 
※ ここでは、住宅火災のうち原因経過が「放火」又は「放火の疑い」であるものを除く件数を、「失火を原因とした住宅火災」の件数としている。 

死者数、焼損床面積及び損害額を見ると、住宅
用火災警報器を設置している場合は、設置して
いない場合に比べ、死者の発生は２/３、焼損床
面積、損害額は概ね半減。 

住宅用火災警報器を設置すれば、
火災発生時の死亡リスクや損失の
拡大リスクが大幅に減少。 

0.69倍 0.52倍 0.56倍 
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1,220  
1,187  

1,148  
1,123  

1,023  

1,022  

1,070  
1,016  

997  1,006  

914  56.6% 
58.0% 

59.6% 63.2% 
61.4% 

62.7% 

66.4% 66.6% 

70.5% 
69.5% 

66.8% 

50.0%

55.0%

60.0%

65.0%

70.0%

75.0%

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27
700

800

900

1,000

1,100

1,200

1,300

1,400
住宅火災の死者数 高齢者（65歳以上）の割合 

◎死者の7割弱が65歳以上の高齢者 ⇒ 高齢化の進展を反映して増加傾向 

（人） 
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住宅火災における死者数の推移（放火自殺者等を除く。） 

火災報告から作成 

0 0.0% 



◎ 65歳未満の死者数  529人→303人  
◎ 65歳未満100万人当たりの死者数 
  5.19人→3.25人（約37％減） 
◎ 65歳未満人口 
  約10,200万人→約9,300万人（約9％減） 

691 688 684 710 
628 641 

711 
677 703 699 

611 
529 499 

464 
413 395 381 359 339 

294 307 303 

26.82 25.86 24.91 25.16 
21.65 21.74 

23.90 
21.99 22.04 21.18 

18.01 

5.19 4.93 4.63 4.15 4.01 3.87 3.66 3.50 3.08 3.26 3.25 
0

10

20

30

0

100

200

300

400

500

600

700
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高齢者（65歳以上）の死者数 65歳未満の死者数 高齢者100万人当たりの死者数 65歳未満100万人当たりの死者数 

死者数（人） 100万人当たりの死者数（人） 
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人口100万人当たりの住宅火災の死者数の推移（放火自殺者等を除く。） 

火災報告から作成（人口は統計局ホームページから引用） 

◎ 高齢者の死者数  691人→611人  
◎ 高齢者100万人当たりの死者数 
  26.82人→18.01人（約33％減） 
◎ 高齢者人口 
  約2,600万人→約3,400万人（約31％増） 



◎ 総人口は減少局面を迎えたが、65歳以上の高齢者人口（約3,400 万人）は今後も増加。 
◎ 高齢者人口は、平成54年（3,878万人）にピーク。その後は減少に転じるが高齢化率は上昇。 
◎ 平成72年の高齢化率は40％近い水準に達し、75歳以上人口も総人口の26.9％まで上昇。 35 

日本の人口推移 
出典：平成28年版高齢社会白書 



○住宅性能表示制度では、連動型住警器をすべての台所及び居室に設置し、かつ、それらを連動させた
場合は、等級４を取得することが可能。 

○新築・一戸建のうち約３割が等級４を取得（平成26年度）。 

○感知警報装置設置等級（自住戸火災時） 

等級４ すべての台所及び居室で発生した火災を早
期に感知し、住戸全域にわたり警報を発する
ための装置が設置されている。【連動型】 

等級３ すべての台所及び居室で発生した火災を早
期に感知し、当該室付近に警報を発するた
めの装置が設置されている。 

等級２ すべての台所及び寝室等で発生した火災を
感知し、当該室付近に警報を発するための
装置が設置されている。 

等級１ すべての寝室等で発生した火災を感知し、
当該室付近に警報を発するための装置が設
置されている。【消防法レベル】 

（事例：ミサワホーム） 

（事例：旭化成ホームズ） 
ヘーベルハウス（一戸建）の場合、等級４及び等級２
は標準対応、等級３及び等級１は要望やプラン・仕様
に応じて対応。 

※平成26年度の建設住宅性能評価（新築・一戸建）では、等級
４（22,132戸）が３割を占めている。 

住宅性能表示制度における連動型住警器の位置付け 

36 



住宅用火災警報器の設置世帯に維持管理カードを配付。 
 

住宅火災警報器の維持管理カード（鹿児島市消防局） 

37 
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